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(57)【要約】
【課題】トナーのチャージアップに起因する定着不良を
抑制できる複数色のトナーを提供する。
【解決手段】複数色のトナーは、複数色のトナー像を中
間転写体上に順に重ねて画像を形成するために用いられ
る。複数色のトナーの各々は、シリカ含有外添剤を備え
るトナー粒子を含む。シリカ含有外添剤の電荷減衰定数
は、式１「αn-1＞αn」を満たす。式１中、ｎは２以上
の整数であって複数色のトナーの色数以下の整数である
。αn-1はトナーＴn-1に含まれるトナー粒子が備えるシ
リカ含有外添剤の電荷減衰定数である。トナーＴn-1は
複数色のトナーのうち中間転写体上にｎ－１番目に重ね
られるトナー像を形成するトナーである。αnはトナー
Ｔnに含まれるトナー粒子が備えるシリカ含有外添剤の
電荷減衰定数である。トナーＴnは複数色のトナーのう
ち中間転写体上にｎ番目に重ねられるトナー像を形成す
るトナーである。αn-1及びαnは、正の数である。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　複数色のトナー像を中間転写体上に順に重ねて画像を形成するための複数色のトナーで
あって、
　前記複数色のトナーの各々は、シリカ含有外添剤を備えるトナー粒子を含み、
　前記シリカ含有外添剤の電荷減衰定数は、下記式１を満たす、複数色のトナー。
　αn-1＞αn　（式１）
　（式１中、ｎは、２以上の整数であって、前記複数色のトナーの色数以下の整数であり
、
　αn-1は、トナーＴn-1に含まれる前記トナー粒子が備える前記シリカ含有外添剤の前記
電荷減衰定数であり、
　前記トナーＴn-1は、前記複数色のトナーのうち前記中間転写体上にｎ－１番目に重ね
られる前記トナー像を形成する前記トナーであり、
　αnは、トナーＴnに含まれる前記トナー粒子が備える前記シリカ含有外添剤の前記電荷
減衰定数であり、
　前記トナーＴnは、前記複数色のトナーのうち前記中間転写体上にｎ番目に重ねられる
前記トナー像を形成する前記トナーであり、
　αn-1、及びαnは、正の数である。）
【請求項２】
　前記複数色のトナーのうち前記中間転写体上に１番目に重ねられる前記トナー像を形成
するトナーＴ1において、
　前記トナーＴ1に含まれる前記トナー粒子が備える前記シリカ含有外添剤の前記電荷減
衰定数α1は、温度３２．５℃、湿度８０％ＲＨの環境下で、０．０２０以上０．２００
以下である、請求項１に記載の複数色のトナー。
【請求項３】
　前記複数色のトナーのうちの少なくとも１つのトナーにおいて、
　前記少なくとも１つのトナーが含む前記トナー粒子が備える前記シリカ含有外添剤は、
外添剤コアと、外添剤コアを被覆する被覆層とを備え、
　前記外添剤コアは、シリカを含有し、
　前記被覆層は、金属水酸化物を含有する、請求項１又は２に記載の複数色のトナー。
【請求項４】
　前記電荷減衰定数αn-1を有する前記シリカ含有外添剤は、前記電荷減衰定数αnを有す
る前記シリカ含有外添剤よりも、前記シリカの質量に対する前記金属水酸化物の含有率が
高い、請求項３に記載の複数色のトナー。
【請求項５】
　前記複数色のトナーのうち前記中間転写体上に１番目に重ねられる前記トナー像を形成
するトナーＴ1において、
　前記トナーＴ1に含まれる前記トナー粒子が備える前記シリカ含有外添剤の前記金属水
酸化物の含有率は、前記シリカの質量に対して、５．０質量％以上５０．０質量％以下で
ある、請求項３又は４に記載の複数色のトナー。
【請求項６】
　前記金属水酸化物は、水酸化アルミニウム、又は水酸化マグネシウムである、請求項３
～５の何れか一項に記載の複数色のトナー。
【請求項７】
　複数色のトナーを用いる画像形成装置であって、
　複数の静電潜像担持体と、
　前記複数の静電潜像担持体の各々に形成された静電潜像を、前記複数色のトナーの各々
を用いて現像することにより、前記複数の静電潜像担持体の各々に各色のトナー像を形成
する現像部と、
　前記複数の静電潜像担持体の各々に形成された前記各色のトナー像を、中間転写体上に
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順に重ねる一次転写部と、
　前記中間転写体上に重ねられた前記各色のトナー像を、記録媒体に一括して転写する二
次転写部とを備え、
　前記複数色のトナーの各々は、シリカ含有外添剤を備えるトナー粒子を含み、
　前記シリカ含有外添剤の電荷減衰定数は、下記式１を満たす、画像形成装置。
　αn-1＞αn　（式１）
　（式１中、ｎは、２以上の整数であって、前記複数色のトナーの色数以下の整数であり
、
　αn-1は、トナーＴn-1に含まれる前記トナー粒子が備える前記シリカ含有外添剤の前記
電荷減衰定数であり、
　前記トナーＴn-1は、前記複数色のトナーのうち前記中間転写体上にｎ－１番目に重ね
られる前記トナー像を形成する前記トナーであり、
　αnは、トナーＴnに含まれる前記トナー粒子が備える前記シリカ含有外添剤の前記電荷
減衰定数であり、
　前記トナーＴnは、前記複数色のトナーのうち前記中間転写体上にｎ番目に重ねられる
前記トナー像を形成する前記トナーであり、
　αn-1、及びαnは、正の数である。）
【請求項８】
　複数色のトナーを用いる画像形成方法であって、
　複数の静電潜像担持体の各々に形成された静電潜像を、前記複数色のトナーの各々を用
いて現像することにより、前記複数の静電潜像担持体の各々に各色のトナー像を形成する
現像工程と、
　前記複数の静電潜像担持体の各々に形成された前記各色のトナー像を、中間転写体上に
順に重ねる一次転写工程と、
　前記中間転写体上に重ねられた前記各色のトナー像を、記録媒体に一括して転写する二
次転写工程とを含み、
　前記複数色のトナーの各々は、シリカ含有外添剤を備えるトナー粒子を含み、
　前記シリカ含有外添剤の電荷減衰定数は、下記式１を満たす、画像形成方法。
　αn-1＞αn　（式１）
　（式１中、ｎは、２以上の整数であって、前記複数色のトナーの色数以下の整数であり
、
　αn-1は、トナーＴn-1に含まれる前記トナー粒子が備える前記シリカ含有外添剤の前記
電荷減衰定数であり、
　前記トナーＴn-1は、前記複数色のトナーのうち前記中間転写体上にｎ－１番目に重ね
られる前記トナー像を形成する前記トナーであり、
　αnは、トナーＴnに含まれる前記トナー粒子が備える前記シリカ含有外添剤の前記電荷
減衰定数であり、
　前記トナーＴnは、前記複数色のトナーのうち前記中間転写体上にｎ番目に重ねられる
前記トナー像を形成する前記トナーであり、
　αn-1、及びαnは、正の数である。）
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、複数色のトナー（特に、複数色の静電潜像現像用トナー）、画像形成装置、
及び画像形成方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　画像形成装置の一例として、タンデム方式の画像形成装置が知られている。タンデム方
式の画像形成装置は、例えば、直接転写方式、又は中間転写方式を採用する。タンデム方
式と直接転写方式とを採用する画像形成装置では、複数の静電潜像担持体の各々に、各色
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のトナー像が形成される。形成された各色のトナー像は、搬送ベルトにより搬送される記
録媒体に順次転写される。一方、タンデム方式と中間転写方式とを採用する画像形成装置
では、複数の静電潜像担持体の各々に、各色のトナー像が形成される。形成された各色の
トナー像は、中間転写体に順次転写され、中間転写体上で重ねられる。続いて、重ねられ
た各色のトナー像が、記録媒体に一括して転写される。
【０００３】
　中間転写方式を採用する画像形成装置において、中間転写体上でのトナーの帯電量を制
御するために、種々の検討がなされている。特許文献１に記載の画像形成装置は、中間転
写体の近傍に転写前帯電制御手段（プレ転写チャージャー）を備える。特許文献２に記載
の画像形成装置は、複数のトナー供給手段（現像器）を備える。複数のトナー供給手段の
各々に収納されているトナー毎に、トナーに含まれる外添剤の添加量が異なる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開平１１－３０５５６６号公報
【特許文献２】特開２００２－２３４５９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　しかしながら、特許文献１に記載の画像形成装置では、プレ転写チャージャーを設ける
ことで、画像形成装置の高コスト化及び構成の複雑化を招く。また、特許文献２に記載の
画像形成装置では、各トナーに含まれる外添剤の添加量が異なることで、現像条件の設定
の複雑化を招く。そのため、特許文献１及び２に記載の画像形成装置では、トナーのチャ
ージアップに起因する定着不良（例えば、静電オフセット）の発生を抑制することが困難
であった。
【０００６】
　本発明は、上記課題に鑑みてなされたものであり、トナーのチャージアップに起因する
定着不良（例えば、静電オフセット）を抑制できる複数色のトナー、画像形成装置、及び
画像形成方法を提供する。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明に係る複数色のトナーは、複数色のトナー像を中間転写体上に順に重ねて画像を
形成するために用いられる。前記複数色のトナーの各々は、シリカ含有外添剤を備えるト
ナー粒子を含む。前記シリカ含有外添剤の電荷減衰定数は、下記式１を満たす。
αn-1＞αn　（式１）
（式１中、ｎは、２以上の整数であって、前記複数色のトナーの色数以下の整数である。
αn-1は、トナーＴn-1に含まれる前記トナー粒子が備える前記シリカ含有外添剤の前記電
荷減衰定数である。前記トナーＴn-1は、前記複数色のトナーのうち前記中間転写体上に
ｎ－１番目に重ねられる前記トナー像を形成する前記トナーである。αnは、トナーＴnに
含まれる前記トナー粒子が備える前記シリカ含有外添剤の前記電荷減衰定数である。前記
トナーＴnは、前記複数色のトナーのうち前記中間転写体上にｎ番目に重ねられる前記ト
ナー像を形成する前記トナーである。αn-1、及びαnは、正の数である。）
【０００８】
　本発明に係る画像形成装置は、複数色のトナーを用いる。画像形成装置は、複数の静電
潜像担持体と、現像部と、一次転写部と、二次転写部とを備える。前記現像部は、前記複
数の静電潜像担持体の各々に形成された静電潜像を、前記複数色のトナーの各々を用いて
現像することにより、前記複数の静電潜像担持体の各々に各色のトナー像を形成する。前
記一次転写部は、前記複数の静電潜像担持体の各々に形成された前記各色のトナー像を、
中間転写体上に順に重ねる。前記二次転写部は、前記中間転写体上に重ねられた前記各色
のトナー像を、記録媒体に一括して転写する。前記複数色のトナーの各々は、シリカ含有



(5) JP 2017-3659 A 2017.1.5

10

20

30

40

50

外添剤を備えるトナー粒子を含む。前記シリカ含有外添剤の電荷減衰定数は、下記式１を
満たす。
αn-1＞αn　（式１）
（式１中、ｎは、２以上の整数であって、前記複数色のトナーの色数以下の整数である。
αn-1は、トナーＴn-1に含まれる前記トナー粒子が備える前記シリカ含有外添剤の前記電
荷減衰定数である。前記トナーＴn-1は、前記複数色のトナーのうち前記中間転写体上に
ｎ－１番目に重ねられる前記トナー像を形成する前記トナーである。αnは、トナーＴnに
含まれる前記トナー粒子が備える前記シリカ含有外添剤の前記電荷減衰定数である。前記
トナーＴnは、前記複数色のトナーのうち前記中間転写体上にｎ番目に重ねられる前記ト
ナー像を形成する前記トナーである。αn-1、及びαnは、正の数である。）
【０００９】
　本発明に係る画像形成方法は、複数色のトナーを用いる。画像形成方法は、現像工程と
、一次転写工程と、二次転写工程とを含む。現像工程では、複数の静電潜像担持体の各々
に形成された静電潜像を、前記複数色のトナーの各々を用いて現像することにより、前記
複数の静電潜像担持体の各々に各色のトナー像を形成する。一次転写工程では、前記複数
の静電潜像担持体の各々に形成された前記各色のトナー像を、中間転写体上に順に重ねる
。二次転写工程では、前記中間転写体上に重ねられた前記各色のトナー像を、記録媒体に
一括して転写する。前記複数色のトナーの各々は、シリカ含有外添剤を備えるトナー粒子
を含む。前記シリカ含有外添剤の電荷減衰定数は、下記式１を満たす。
αn-1＞αn　（式１）
（式１中、ｎは、２以上の整数であって、前記複数色のトナーの色数以下の整数である。
αn-1は、トナーＴn-1に含まれる前記トナー粒子が備える前記シリカ含有外添剤の前記電
荷減衰定数である。前記トナーＴn-1は、前記複数色のトナーのうち前記中間転写体上に
ｎ－１番目に重ねられる前記トナー像を形成する前記トナーである。αnは、トナーＴnに
含まれる前記トナー粒子が備える前記シリカ含有外添剤の前記電荷減衰定数である。前記
トナーＴnは、前記複数色のトナーのうち前記中間転写体上にｎ番目に重ねられる前記ト
ナー像を形成する前記トナーである。αn-1、及びαnは、正の数である。）
【発明の効果】
【００１０】
　本発明によれば、トナーのチャージアップに起因する定着不良（例えば、静電オフセッ
ト）を抑制できる複数色のトナー、画像形成装置、及び画像形成方法を提供することがで
きる。
【図面の簡単な説明】
【００１１】
【図１】本発明に係る複数色のトナーを用いる画像形成装置の概略構成を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　以下、本発明の実施形態を説明する。しかし、本発明は、以下の実施形態に何ら限定さ
れない。本発明の目的の範囲内で適宜変更を加えて、本発明を実施することができる。な
お、説明が重複する箇所については、適宜説明を省略する場合があるが、発明の要旨は限
定されない。
【００１３】
　以下、化合物名の後に「系」を付けて、化合物及びその誘導体を包括的に総称する場合
がある。また、化合物名の後に「系」を付けて重合体名を表す場合には、重合体の繰返し
単位が化合物又はその誘導体に由来することを意味する。
【００１４】
　以下、平均値は、何ら規定していなければ、算術平均値を意味する。また、粉体（例え
ば後述する、トナー、トナー粒子、トナー母粒子、シリカ含有外添剤、又はシリカ含有外
添剤以外の外添剤）に関する評価値（形状又は物性などを示す値）も、何ら規定していな
ければ、算術平均値を意味する。算術平均値は、相当数の測定対象について測定した値の



(6) JP 2017-3659 A 2017.1.5

10

20

30

40

50

和を、測定した個数で除算した値である。更に、粉体の粒子径は、何ら規定していなけれ
ば、一次粒子の円相当径である。円相当径は、粒子の投影面積と同じ面積を有する円の直
径である。
【００１５】
　本実施形態は、複数色のトナー（特に、静電潜像現像用トナー）に関する。以下、複数
色のトナーを説明する。
【００１６】
　＜１．複数色のトナー＞
　複数色のトナーは、色の異なる複数のトナーを備えるトナーセットである。複数色のト
ナーの各々は、トナー粒子を複数含む。トナー粒子は、シリカ含有外添剤を備える。
【００１７】
　シリカ含有外添剤は、式１「αn-1＞αn」を満たす電荷減衰定数を有する。これにより
、トナーのチャージアップに起因する定着不良（例えば、静電オフセット）を抑制できる
。その理由は、以下のように推測される。
【００１８】
　一次転写工程では、複数の静電潜像担持体の各々に形成された各色のトナー像が、中間
転写体上に順に重ねられる。中間転写体上のトナー像には、次の色のトナー像を一次転写
する際に、一次転写バイアス（トナーと逆極性のバイアス）が印加される。中間転写体上
のトナー像に、逆極性の一次転写バイアスが印加されると、静電摩擦力による反発と同様
の機構により、トナー像を形成するトナーがチャージアップし易くなる。最も早く一次転
写する一次転写部を基準として、中間転写体の回転方向の上流側で転写されるトナーであ
るほど、チャージアップし易いと考えられる。中間転写体上のトナー像を形成するトナー
に、一次転写バイアスが印加される回数が多くなるためである。
【００１９】
　ここで、本実施形態の複数色のトナーの各々に含まれるトナー粒子が備えるシリカ含有
外添剤の電荷減衰定数は、式１「αn-1＞αn」を満たす。電荷減衰定数が大きいシリカ含
有外添剤ほど電荷が抜け易く、ひいてはシリカ含有外添剤を備えるトナー粒子にチャージ
された電荷も抜け易い。このため、式１「αn-1＞αn」が満たされることにより、中間転
写体上に重ねられた各色のトナー像を形成するトナーのチャージアップを抑制し易くなる
。また、各色トナー間での帯電量のばらつきを低減し易くなる。トナーのチャージアップ
が抑制されると、定着部（例えば、トナーと逆極性の材料で形成される定着ローラー）に
トナーが静電気的に付着し難くなる。その結果、定着不良（例えば、静電オフセット）が
抑制されると考えられる。なお、静電オフセットは、定着部に付着したトナーが定着部の
回転周期毎に形成画像に現れる画像不良である。
【００２０】
　既に述べたように、トナー粒子は、シリカ含有外添剤を備える。トナー粒子は、トナー
母粒子を更に備えてもよい。トナー粒子がトナー母粒子を備える場合、シリカ含有外添剤
はトナー母粒子の表面に備えられる。トナー粒子は、トナー母粒子の表面に、シリカ含有
外添剤以外の外添剤を更に備えてもよい。以下、トナー母粒子、シリカ含有外添剤、及び
シリカ含有外添剤以外の外添剤を説明する。
【００２１】
　＜１－１．トナー母粒子＞
　トナー母粒子は、例えば、結着樹脂、着色剤、電荷制御剤、離型剤、及び／又は磁性粉
を含有してもよい。以下、結着樹脂、着色剤、電荷制御剤、離型剤、及び磁性粉について
説明する。
【００２２】
　＜１－１－１．結着樹脂＞
　結着樹脂は、トナーの調製に用いられる結着樹脂である限り、特に限定されない。結着
樹脂としては、トナーの定着性を向上させるという観点から、熱可塑性樹脂が好ましい。
熱可塑性樹脂の例としては、アクリル酸系樹脂、スチレンアクリル酸系樹脂、ポリエステ
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ル樹脂、ポリアミド樹脂、ウレタン樹脂、又はビニルアルコール系樹脂が挙げられる。着
色剤の分散性、トナーの帯電性、及び記録媒体（例えば、紙）に対するトナーの定着性を
向上させる点で、結着樹脂としてはポリエステル樹脂が特に好ましい。以下、ポリエステ
ル樹脂について説明する。
【００２３】
　ポリエステル樹脂は、例えばアルコールとカルボン酸とを縮重合又は共縮重合させるこ
とで得られる。
【００２４】
　ポリエステル樹脂を合成する際に用いられるアルコールの例としては、２価アルコール
、又は３価以上のアルコールが挙げられる。
【００２５】
　２価アルコールの例としては、ジオール類、又はビスフェノール類が挙げられる。ジオ
ール類の例としては、エチレングリコール、ジエチレングリコール、トリエチレングリコ
ール、１，２－プロパンジオール、１，３－プロパンジオール、１，４－ブタンジオール
、ネオペンチルグリコール、１，４－ブテンジオール、１，５－ペンタンジオール、１，
６－ヘキサンジオール、１，４－シクロヘキサンジメタノール、ジプロピレングリコール
、ポリエチレングリコール、ポリプロピレングリコール、又はポリテトラメチレングリコ
ールが挙げられる。ビスフェノール類の例としては、ビスフェノールＡ、水素添加ビスフ
ェノールＡ、ポリオキシエチレンビスフェノールＡエーテル、又はポリオキシプロピレン
ビスフェノールＡエーテルが挙げられる。ポリオキシエチレンビスフェノールＡエーテル
の具体例としては、ポリオキシエチレン（２．２）－２，２－ビス（４－ヒドロキシフェ
ニル）プロパンが挙げられる。
【００２６】
　３価以上のアルコールの例としては、ソルビトール、１，２，３，６－ヘキサンテトロ
ール、１，４－ソルビタン、ペンタエリスリトール、ジペンタエリスリトール、トリペン
タエリスリトール、１，２，４－ブタントリオール、１，２，５－ペンタントリオール、
グリセロール、ジグリセロール、２－メチルプロパントリオール、２－メチル－１，２，
４－ブタントリオール、トリメチロールエタン、トリメチロールプロパン、又は１，３，
５－トリヒドロキシメチルベンゼンが挙げられる。
【００２７】
　ポリエステル樹脂を合成する際に用いられるカルボン酸の例としては、２価カルボン酸
、又は３価以上のカルボン酸が挙げられる。
【００２８】
　２価カルボン酸の例としては、マレイン酸、フマル酸、シトラコン酸、イタコン酸、グ
ルタコン酸、フタル酸、イソフタル酸、テレフタル酸、シクロヘキサンジカルボン酸、ア
ジピン酸、セバシン酸、アゼライン酸、マロン酸、コハク酸、アルキルコハク酸、又はア
ルケニルコハク酸が挙げられる。アルキルコハク酸の例としては、ｎ－ブチルコハク酸、
イソブチルコハク酸、ｎ－オクチルコハク酸、ｎ－ドデシルコハク酸、又はイソドデシル
コハク酸が挙げられる。アルケニルコハク酸の例としては、ｎ－ブテニルコハク酸、イソ
ブテニルコハク酸、ｎ－オクテニルコハク酸、ｎ－ドデセニルコハク酸、又はイソドデセ
ニルコハク酸が挙げられる。
【００２９】
　３価以上のカルボン酸の例としては、１，２，４－ベンゼントリカルボン酸（トリメリ
ット酸）、２，５，７－ナフタレントリカルボン酸、１，２，４－ナフタレントリカルボ
ン酸、１，２，４－ブタントリカルボン酸、１，２，５－ヘキサントリカルボン酸、１，
３－ジカルボキシル－２－メチル－２－メチレンカルボキシプロパン、１，２，４－シク
ロヘキサントリカルボン酸、テトラ（メチレンカルボキシル）メタン、１，２，７，８－
オクタンテトラカルボン酸、ピロメリット酸、又はエンポール三量体酸が挙げられる。
【００３０】
　アルコール、及びカルボン酸は、各々１種を単独で使用してもよいし、２種以上を組み
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合わせて使用してもよい。更に、カルボン酸を、エステル形成性の誘導体に誘導体化して
使用してもよい。エステル形成性の誘導体の例としては、酸ハライド、酸無水物、又は低
級アルキルエステルが挙げられる。ここで、「低級アルキル」とは、炭素原子数１以上６
以下のアルキル基を意味する。
【００３１】
　ポリエステル樹脂の酸価は、５ｍｇＫＯＨ／ｇ以上３０ｍｇＫＯＨ／ｇ以下であること
が好ましい。ポリエステル樹脂の水酸基価は、１５ｍｇＫＯＨ／ｇ以上８０ｍｇＫＯＨ／
ｇ以下であることが好ましい。
【００３２】
　ポリエステル樹脂の酸価及び水酸基価は、ポリエステル樹脂を調製する際の、アルコー
ルの使用量とカルボン酸の使用量とをそれぞれ変更することで、調整することができる。
ポリエステル樹脂の分子量を上げると、ポリエステル樹脂の酸価及び水酸基価は低下する
傾向がある。ポリエステル樹脂の酸価、及び水酸基価は、ＪＩＳ（日本工業規格）Ｋ００
７０－１９９２に準拠する方法に従って測定することができる。
【００３３】
　結着樹脂としてポリエステル樹脂が使用される場合、結着樹脂中のポリエステル樹脂の
含有量は、７０質量％以上であることが好ましく、８０質量％以上であることがより好ま
しく、９０質量％以上であることが特に好ましく、１００質量％であることが最も好まし
い。
【００３４】
　結着樹脂として熱可塑性樹脂が使用される場合、熱可塑性樹脂の１種を単独で使用して
もよいし、２種以上を組み合わせて使用してもよい。また、熱可塑性樹脂に、架橋剤又は
熱硬化性樹脂を添加してもよい。結着樹脂内に部分的に架橋構造を導入すると、トナーの
定着性を確保しながら、トナーの保存安定性、形態保持性、及び耐久性を向上させ易くな
る。
【００３５】
　熱可塑性樹脂と共に使用できる熱硬化性樹脂としては、ビスフェノールＡ型エポキシ樹
脂、水素化ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂、ノボラック型エポキシ樹脂、ポリアルキレ
ンエーテル型エポキシ樹脂、環状脂肪族型エポキシ樹脂、又はシアネート系樹脂が好まし
い。熱硬化性樹脂の１種を単独で使用してもよいし、２種以上を組み合わせて使用しても
よい。
【００３６】
　結着樹脂のガラス転移点（Ｔｇ）は、３０℃以上６０℃以下であることが好ましい。結
着樹脂のガラス転移点は、例えば、以下の方法に従って測定される。
【００３７】
　［ガラス転移点測定方法］
　示差走査熱量計（ＤＳＣ）（例えば、セイコーインスツル株式会社製「ＤＳＣ－６２２
０」）を用いて結着樹脂の吸熱曲線を測定する。結着樹脂（測定試料）１０ｍｇをアルミ
パン中に入れる。リファレンスとして空のアルミパンを使用する。測定温度範囲２５℃以
上２００℃以下、昇温速度１０℃／分という条件で、結着樹脂の吸熱曲線を測定する。得
られた吸熱曲線（詳しくは、結着樹脂の比熱の変化点）から結着樹脂のガラス転移点を求
める。
【００３８】
　結着樹脂の軟化点（Ｔｍ）は、６０℃以上１５０℃以下であることが好ましい。結着樹
脂の軟化点がこのような範囲内になるように、異なる軟化点を有する複数種類の樹脂を組
み合わせて用いることもできる。結着樹脂の軟化点は、例えば、以下の方法に従って測定
される。
【００３９】
　［軟化点測定方法］
　結着樹脂（試料）を高化式フローテスター（例えば、株式会社島津製作所製「ＣＦＴ－
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５００Ｄ」）にセットする。ダイス細孔径１ｍｍ、プランジャー荷重２０ｋｇ／ｃｍ2、
及び昇温速度６℃／分という条件で、１ｃｍ3の試料を溶融し流出させる。これにより、
温度（℃）／ストローク（ｍｍ）に関するＳ字カーブを得る。得られたＳ字カーブから、
試料の軟化点を読み取る。具体的には、得られたＳ字カーブに関して、ストロークの最大
値をＳ1とし、低温側のベースラインのストローク値をＳ2とする。ストロークの値が（Ｓ

1＋Ｓ2）／２となる温度を、試料の軟化点とする。これにより、結着樹脂（試料）の軟化
点を求める。
【００４０】
　＜１－１－２．着色剤＞
　着色剤には、複数色のトナーの各々の色に合わせて、公知の顔料又は染料を用いること
ができる。
【００４１】
　複数色のトナーのうちの１つがブラックトナーである場合、ブラックトナーにはブラッ
ク着色剤が使用される。ブラック着色剤の例としては、カーボンブラックが挙げられる。
後述するイエロー着色剤、マゼンタ着色剤、及びシアン着色剤を用いて黒色に調色された
黒色着色剤を使用してもよい。
【００４２】
　複数色のトナーのうちの１つがイエロートナーである場合、イエロートナーにはイエロ
ー着色剤が使用される。イエロー着色剤の例としては、縮合アゾ化合物、イソインドリノ
ン化合物、アントラキノン化合物、アゾ金属錯体、メチン化合物、又はアリールアミド化
合物が挙げられる。より具体的には、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー（３、１２、１３、１
４、１５、１７、６２、７４、８３、９３、９４、９５、９７、１０９、１１０、１１１
、１２０、１２７、１２８、１２９、１４７、１５１、１５４、１５５、１６８、１７４
、１７５、１７６、１８０、１８１、１９１、又は１９４）、ナフトールイエローＳ、ハ
ンザイエローＧ、又はＣ．Ｉ．バットイエローが挙げられる。
【００４３】
　複数色のトナーのうちの１つがマゼンタトナーである場合、マゼンタトナーにはマゼン
タ着色剤が使用される。マゼンタ着色剤の例としては、縮合アゾ化合物、ジケトピロロピ
ロール化合物、アントラキノン化合物、キナクリドン化合物、塩基染料レーキ化合物、ナ
フトール化合物、ベンズイミダゾロン化合物、チオインジゴ化合物、又はペリレン化合物
が挙げられる。より具体的には、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド（２、３、５、６、７、１９
、２３、４８：２、４８：３、４８：４、５７：１、８１：１、１２２、１４４、１４６
、１５０、１６６、１６９、１７７、１８４、１８５、２０２、２０６、２２０、２２１
、又は２５４）が挙げられる。
【００４４】
　複数色のトナーのうちの１つがシアントナーである場合、シアントナーにはシアン着色
剤が使用される。シアン着色剤の例としては、銅フタロシアニン、銅フタロシアニンの誘
導体、アントラキノン化合物、又は塩基染料レーキ化合物が挙げられる。より具体的には
、Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー（１、７、１５、１５：１、１５：２、１５：３、１５：４
、６０、６２、又は６６）、フタロシアニンブルー、Ｃ．Ｉ．バットブルー、又はＣ．Ｉ
．アシッドブルーが挙げられる。
【００４５】
　複数色のトナーのうちの１つ以上は、ブラック、イエロー、マゼンタ、及びシアン以外
の別の色のトナーであってもよい。別の色のトナーに使用される着色剤は、公知の染料、
又は顔料から適宜選択される。
【００４６】
　着色剤の使用量は、結着樹脂１００質量部に対して、１質量部以上３０質量部以下であ
ることが好ましい。
【００４７】
　＜１－１－３．電荷制御剤＞
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　電荷制御剤は、帯電レベル、及び帯電立ち上がり特性を向上させる目的で使用される。
また、耐久性及び安定性に優れたトナーを得る目的で使用される。帯電立ち上がり特性は
、短時間で所定の帯電レベルに帯電可能か否かの指標である。
【００４８】
　正帯電させたトナーを用いて現像する場合には、正帯電性の電荷制御剤を使用すること
が好ましい。一方、負帯電させたトナーを用いて現像する場合には、負帯電性の電荷制御
剤を使用することが好ましい。ただし、トナーにおいて十分な帯電性が確保される場合に
は、電荷制御剤を使用しなくてもよい。
【００４９】
　正帯電性の電荷制御剤の例としては、アジン化合物、アジン化合物からなる直接染料、
ニグロシン化合物、ニグロシン化合物からなる酸性染料、ナフテン酸又は高級脂肪酸の金
属塩類、アルコキシル化アミン、アルキルアミド、又は４級アンモニウム塩が挙げられる
。
【００５０】
　アジン化合物の例としては、ピリダジン、ピリミジン、ピラジン、１,２－オキサジン
、１,３－オキサジン、１,４－オキサジン、１,２－チアジン、１,３－チアジン、１,４
－チアジン、１，２，３－トリアジン、１，２，４－トリアジン、１，３，５－トリアジ
ン、１，２，４－オキサジアジン、１，３，４－オキサジアジン、１，２，６－オキサジ
アジン、１，３，４－チアジアジン、１，３，５－チアジアジン、１，２，３，４－テト
ラジン、１，２，４，５－テトラジン、１，２，３，５－テトラジン、１，２，４，６－
オキサトリアジン、１，３，４，５－オキサトリアジン、フタラジン、キナゾリン、又は
キノキサリンが挙げられる。
【００５１】
　アジン化合物からなる直接染料の例としては、アジンファストレッドＦＣ、アジンファ
ストレッド１２ＢＫ、アジンバイオレットＢＯ、アジンブラウン３Ｇ、アジンライトブラ
ウンＧＲ、アジンダークグリ－ンＢＨ／Ｃ、アジンディ－プブラックＥＷ、又はアジンデ
ィープブラック３ＲＬが挙げられる。ニグロシン化合物の例としては、ニグロシン、ニグ
ロシン塩、又はニグロシン誘導体が挙げられる。
【００５２】
　ニグロシン化合物からなる酸性染料の例としては、ニグロシンＢＫ、ニグロシンＮＢ、
又はニグロシンＺが挙げられる。４級アンモニウム塩の例としては、ベンジルデシルヘキ
シルメチルアンモニウムクロライド、又はデシルトリメチルアンモニウムクロライドが挙
げられる。
【００５３】
　また、４級アンモニウム塩、カルボン酸塩、又はカルボキシル基を有する樹脂も、正帯
電性の電荷制御剤として使用できる。迅速な立ち上がり性を得るためには、ニグロシン化
合物が特に好ましい。１種の電荷制御剤を単独で使用してもよいし、複数種の電荷制御剤
を併用してもよい。
【００５４】
　＜１－１－４．離型剤＞
　離型剤は、例えばトナーの定着性及び耐オフセット性を向上させる目的で使用される。
トナーの定着性及び耐オフセット性を向上させるためには、離型剤の含有量は、結着樹脂
１００質量部に対して、１質量部以上３０質量部以下であることが好ましく、５質量部以
上２０質量部以下であることがより好ましい。
【００５５】
　離型剤の例としては、脂肪族炭化水素ワックス、脂肪族炭化水素ワックスの酸化物、植
物由来のワックス、動物由来のワックス、鉱物由来のワックス、脂肪酸エステルを主成分
とするワックス、又は脂肪酸エステルの一部もしくは全部が脱酸化されたワックスが挙げ
られる。脂肪族炭化水素ワックスの例としては、エステルワックス、ポリエチレワックス
（例えば、低分子量ポリエチレン）、ポリプロピレンワックス（例えば、低分子量ポリプ
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ロピレン）、ポリオレフィン共重合物、ポリオレフィンワックス、マイクロクリスタリン
ワックス、パラフィンワックス、又はフィッシャートロプシュワックスが挙げられる。脂
肪族炭化水素ワックスの酸化物の例としては、酸化ポリエチレンワックス、又は酸化ポリ
エチレンのブロック共重合体が挙げられる。植物由来のワックスの例としては、キャンデ
リラワックス、カルナバワックス、木ろう、ホホバろう、又はライスワックスが挙げられ
る。動物由来のワックスの例としては、みつろう、ラノリン、又は鯨ろうが挙げられる。
鉱物由来のワックスの例としては、オゾケライト、セレシン、又はペトロラタムが挙げら
れる。脂肪酸エステルを主成分とするワックスの例としては、モンタン酸エステルワック
ス、又はカスターワックスが挙げられる。脂肪酸エステルの一部もしくは全部が脱酸化さ
れたワックスの例としては、脱酸カルナバワックスが挙げられる。
【００５６】
　離型剤は、１種を単独で使用してもよいし、２種以上を組み合わせて使用してもよい。
【００５７】
　離型剤の融点は、５０℃以上１００℃以下であることが好ましい。離型剤の融点がこの
ような範囲内であると、離型剤を含有するトナーの低温定着性が向上し、トナーの高温で
のオフセットの発生が抑制される傾向にある。離型剤の融点は、例えば、示差走査熱量計
（ＤＳＣ）（例えば、セイコーインスツル株式会社製「ＤＳＣ－６２２０」）用いて測定
することができる。
【００５８】
　＜１－１－５．磁性粉＞
　磁性粉の例としては、鉄、強磁性金属、鉄及び／又は強磁性金属を含む合金、鉄及び／
又は強磁性金属を含む化合物、強磁性化処理を施された強磁性合金、あるいは二酸化クロ
ムが挙げられる。鉄の例としては、フェライト、又はマグネタイトが挙げられる。強磁性
金属の例としては、コバルト、又はニッケルが挙げられる。強磁性化処理の例としては、
熱処理が挙げられる。
【００５９】
　磁性粉の粒子径は、０．１μｍ以上１．０μｍ以下であることが好ましい。このような
範囲の粒子径を有する磁性粉を用いる場合、結着樹脂中に磁性粉を均一に分散させ易い。
【００６０】
　＜１－２．シリカ含有外添剤＞
　トナーに含まれるトナー粒子が備えるシリカ含有外添剤の電荷減衰定数は、複数色のト
ナー間で異なっている。シリカ含有外添剤の電荷減衰定数は、式１「αn-1＞αn」を満た
す。式１中、ｎは、２以上の整数であって、複数色のトナーの色数以下の整数である。α

n-1は、トナーＴn-1に含まれるトナー粒子が備えるシリカ含有外添剤の電荷減衰定数であ
る。トナーＴn-1は、複数色のトナーのうち中間転写体上にｎ－１番目に重ねられるトナ
ー像を形成する。αnは、トナーＴnに含まれるトナー粒子が備えるシリカ含有外添剤の電
荷減衰定数である。トナーＴnは、複数色のトナーのうち中間転写体上にｎ番目に重ねら
れるトナー像を形成する。αn-1、及びαnは、正の数である。
【００６１】
　説明の便宜のため、複数色のトナーが４色トナーである場合を例に挙げて説明する。こ
の場合、式１中、ｎは２以上４以下の整数である。４色トナーのうち中間転写体上に１番
目、２番目、３番目、及び４番目に重ねられるトナー像を形成するトナーを、各々、トナ
ーＴ1、Ｔ2、Ｔ3、及びＴ4とする。トナーＴ1、Ｔ2、Ｔ3、及びＴ4が含むトナー粒子が備
えるシリカ含有外添剤の電荷減衰定数を、各々、電荷減衰定数α1、α2、α3、及びα4と
する。このとき、各シリカ含有外添剤の電荷減衰定数は「α1＞α2＞α3＞α4」の関係を
満たす。なお、複数色のトナーは、４色トナーに限定されない。複数色のトナーが用いら
れる画像形成装置に使用可能な色数を適宜選択できる。例えば、ｎは、２以上１０以下の
整数であってもよいし、２以上７以下の整数であってもよいし、２以上６以下の整数であ
ってもよい。
【００６２】
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　電荷減衰定数が大きいシリカ含有外添剤ほど電荷が抜け易く、ひいてはシリカ含有外添
剤を備えるトナー粒子にチャージされた電荷も抜け易い。このため、式１「αn-1＞αn」
が満たされることにより、中間転写体上に重ねられた各色のトナー像を形成するトナーの
チャージアップを抑制でき、各色トナー間での帯電量のばらつきを低減できると考えられ
る。その結果、トナーのチャージアップに起因する定着不良（例えば、静電オフセット）
が抑制されると考えられる。
【００６３】
　更に、シリカ含有外添剤はトナー母粒子の表面に位置するため、シリカ含有外添剤は、
静電潜像担持体及び中間転写体に直接接触する。そのため、シリカ含有外添剤の電荷減衰
定数は、トナー粒子全体の電荷減衰定数に大きく影響する傾向にある。シリカ含有外添剤
の電荷減衰定数を制御することにより、トナー母粒子の電荷減衰定数を制御するよりも効
率的に、トナー粒子全体の電荷減衰定数を制御できると考えられる。その結果、トナーの
チャージアップに起因する定着不良（例えば、静電オフセット）が抑制され、良好な画像
が安定的に得られる傾向にある。
【００６４】
　トナーの電荷減衰定数（α）は、式２「Ｖ＝Ｖ0ｅｘｐ（－α√ｔ）」に基づいて、静
電気拡散率測定装置（例えば、株式会社ナノシーズ製「ＮＳ－Ｄ１００」）を用いて測定
される。式２中、Ｖは表面電位、Ｖ0は初期表面電位、ｔは減衰時間をそれぞれ示す。ま
た、αは正の数である。
【００６５】
　複数色のトナーのうち中間転写体上に１番目に重ねられるトナー像を形成するトナーＴ

1において、トナーＴ1に含まれるトナー粒子が備えるシリカ含有外添剤の電荷減衰定数α

1は、温度３２．５℃、湿度８０％ＲＨの環境下で、０．０２０以上０．２００以下であ
ることが好ましい。電荷減衰定数α1が０．０２０以上であると、中間転写体上のトナー
のチャージアップを抑制し、各色トナー間での帯電量のばらつきを抑制し易くなる。その
結果、定着不良（例えば、静電オフセット）の発生を一層抑制し易くなる。また、形成画
像における中抜けの発生を抑制し易くなる。ここで、二次転写時のトナーの帯電量が不足
すると、トナーの帯電極性と逆極性の二次転写バイアスを印加した際に、トナーが記録媒
体に引き寄せられ難く、記録媒体の所望の位置にトナーが付着しないことがある。しかし
、電荷減衰定数α1が０．２００以下であると、二次転写に必要なトナーの帯電量を確保
し易くなる。その結果、二次転写時のトナーの帯電量不足に起因する二次転写不良（例え
ば、転写散り）の発生を抑制し易くなる。なお、転写散りとは、形成画像の文字部の周囲
に、トナーによる微細な点が現れる画像不良である。
【００６６】
　更に、電荷減衰定数α1が０．０２０以上０．２００以下であることに加えて、複数色
のトナーのうち中間転写体上に最後に重ねられるトナー像を形成するトナーに含まれるト
ナー粒子が備えるシリカ含有外添剤の電荷減衰定数は、０．０２０以上であることがより
好ましい。なお、電荷減衰定数は、温度３２．５℃、湿度８０％ＲＨの環境下で測定され
る値である。
【００６７】
　シリカ含有外添剤は、シリカを含有する。シリカは、外添剤として使用できる限り特に
限定されない。シリカとしては、親水性のシリカが好ましく、親水性のフュームドシリカ
がより好ましい。
【００６８】
　シリカ含有外添剤は、所定の構造を有することが好ましい。具体的には、シリカ含有外
添剤は、外添剤コアと、被覆層とを備えることが好ましい。被覆層は、外添剤コアを被覆
する。このような構造を有するシリカ含有外添剤を備えるトナー粒子は、複数色のトナー
のうちの少なくとも１つのトナーに含まれていればよい。外添剤コアの質量に対する被覆
層の質量が増加すると、シリカ含有外添剤の電荷減衰定数が増加する傾向にある。そのた
め、複数色のトナーのうち、中間転写体上に最後に重ねられるトナー像を形成するトナー
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以外のトナーの全てに、このような構造を有するシリカ含有外添剤を備えるトナー粒子が
含まれることがより好ましい。更に、複数色のトナーの全てに、このような構造を有する
シリカ含有外添剤を備えるトナー粒子が含まれることが特に好ましい。外添剤コアの質量
に対する被覆層の質量を調整することにより、式１を満たす電荷減衰定数を有するシリカ
含有外添剤が得られ易くなる。
【００６９】
　外添剤コアは、シリカを含有することが好ましい。外添剤コアに含有されるシリカは、
外添剤に使用できる限り特に限定されない。シリカとしては、親水性のシリカが好ましく
、親水性のフュームドシリカがより好ましい。
【００７０】
　被覆層は、金属水酸化物を含有することが好ましい。金属水酸化物の水酸基は、トナー
の正電荷を逃す傾向にある。そのため、複数色のトナーが正帯電性トナーである場合、被
覆層が金属水酸化物を含有することにより、中間転写体上のトナーの正電荷を減衰させ易
くなる。その結果、一次転写バイアスの印加によるトナーのチャージアップを抑制し易く
なり、定着不良（例えば、静電オフセット）を抑制し易くなる。また、形成画像における
転写ムラ及び中抜けの発生を抑制し易くなる。
【００７１】
　金属酸化物の例としては、水酸化アルミニウム、水酸化マグネシウム、水酸化カルシウ
ム、又は水酸化亜鉛が挙げられる。金属水酸化物は、水酸化アルミニウム、又は水酸化マ
グネシウムであることが好ましい。
【００７２】
　電荷減衰定数αn-1を有するシリカ含有外添剤は、電荷減衰定数αnを有するシリカ含有
外添剤よりも、シリカの質量に対する金属水酸化物の含有率が高いことが好ましい。例え
ば、電荷減衰定数α1を有するシリカ含有外添剤は、電荷減衰定数α2を有するシリカ含有
外添剤よりも、シリカの質量に対する金属水酸化物の含有率が高いことが好ましい。金属
水酸化物の含有率を調整することにより、シリカ含有外添剤の電荷減衰定数を調整できる
傾向にある。そのため、トナー母粒子の質量に対するシリカ含有外添剤の含有率を、複数
色のトナーの各々の間で同一の値に設定することもできる。
【００７３】
　既に述べたように、金属水酸化物の水酸基は、トナーにチャージされた正電荷を逃す傾
向にある。複数のトナーが正帯電性トナーである場合、シリカの質量に対する金属水酸化
物の含有率が高くなると、中間転写体上のトナーの正電位が減衰し易くなる。そのため、
一次転写されるタイミングが早いトナー像を形成するトナーほど、トナーに含まれるシリ
カ含有外添剤の金属水酸化物の含有率を高くすることにより、一次転写バイアスの印加に
よるトナーのチャージアップを抑制し易くなる。その結果、トナーの定着不良（例えば、
静電オフセット）を抑制し易くなる。また、シリカの質量に対する金属水酸化物の含有率
を調整することにより、各色トナーに含まれるシリカ含有外添剤の含有量を一定に維持し
つつ、トナーの帯電量を調整し易くなる。その結果、トナーの流動性を維持し易くなり、
現像条件の設定の複雑化を回避し易くなる。
【００７４】
　シリカ含有外添剤の表面には、疎水化処理が行われることがより好ましい。換言すると
、シリカ含有外添剤は、疎水層を備えていてもよい。シリカ含有外添剤が被覆層を備える
場合、疎水層は、被覆層が備えられた外添剤コアを更に被覆するように備えられる。シリ
カ含有外添剤が被覆層を備えない場合、疎水層は、外添剤コアを被覆するように備えられ
る。疎水化処理には、例えば、シランカップリング剤（例えば、アミノシラン化合物、又
はアルキルシラン化合物）が使用される。
【００７５】
　シリカ含有外添剤の疎水化処理により、常温常湿環境下又は高温高湿環境下でトナーを
長期間保存した後に画像を形成する場合であっても、シリカ含有外添剤を備えるトナー粒
子の帯電性が安定化すると考えられる。また、トナーの良好な流動性が維持されると考え
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られる。
【００７６】
　複数色のトナーのうち中間転写体上に１番目に重ねられるトナー像を形成するトナーを
トナーＴ1とする。この場合、トナーＴ1に含まれるトナー粒子が備えるシリカ含有外添剤
の金属水酸化物の含有率は、シリカの質量に対して、５．０質量％以上５０．０質量％以
下であることが好ましい。金属水酸化物の含有率が５．０質量％以上であると、中間転写
体上のトナーのチャージアップを抑制でき、定着不良（例えば、静電オフセット）の発生
を一層抑制できる傾向にある。また、形成画像に中抜けが発生することを抑制できる傾向
にある。一方、金属水酸化物の含有率が５０．０質量％以下であると、電荷減衰定数が大
きくなり過ぎない。そのため、二次転写時にトナーに必要な帯電量を確保し易くなり、二
次転写不良（例えば、転写散り）の発生を抑制し易くなる。
【００７７】
　以下、シリカ含有外添剤の製造方法の一例を説明する。なお、目的に応じて、必要のな
い操作は適宜割愛してもよい。先ず、水性媒体とシリカとを混合装置を用いて攪拌し、シ
リカの水性媒体分散液を得る。水性媒体分散液に、金属水酸化物と塩基とを滴下する。滴
下終了後、水性媒体分散液に酸を添加して中和する。これにより、シリカ（外添剤コア）
の表面に、金属水酸化物を含有する被覆層を形成する。
【００７８】
　続いて、シリカの表面に形成された被覆層の表面部分を、疎水化処理する。先ず、水性
媒体分散液にシランカップリング剤（例えば、アミノ基を有するシランカップリング剤）
を添加し、攪拌する。続いて、水性媒体分散液を固液分離して、ウェットケーキを得る。
得られたウェットケーキを水で洗浄した後、乾燥する。得られた乾燥物を、粉砕機を用い
て粉砕し、粉砕物を得る。粉砕物を、アミノ変性シリコーンオイルに添加し、攪拌しなが
ら加熱する。得られた生成物を、窒素気流下において高温（例えば、２００℃で）で更に
加熱する。これにより、シリカ（外添剤コア）を被覆する被覆層の表面部分が疎水化処理
される。具体的には、被覆層の表面部分に含有される金属水酸化物の水酸基が、アミノ基
を有するシラノール基で置換される。更に、アミノ基を有するシラノール基中のケイ素原
子（Ｓｉ）間に、エーテル結合が形成される。これにより、シリカ含有外添剤が得られる
。
【００７９】
　＜１－３．シリカ含有外添剤以外の外添剤＞
　シリカ含有外添剤以外の別の外添剤は、公知の外添剤から適宜選択される。別の外添剤
の例としては、シリカ、又は金属酸化物（より具体的には、アルミナ、酸化チタン、酸化
マグネシウム、酸化亜鉛、チタン酸ストロンチウム、又はチタン酸バリウム）が挙げられ
る。別の外添剤は１種を単独で使用してもよいし、複数種を組み合わせて使用してもよい
。別の外添剤の数平均粒子径は、１ｎｍ以上１μｍ以下であることが好ましく、１ｎｍ以
上５０ｎｍ以下であることがより好ましい。外添剤の使用量は、１００質量部のトナー母
粒子に対して、０．５質量部以上１０質量部以下であることが好ましい。
【００８０】
　＜２．キャリア＞
　複数色のトナーの各々は、所望のキャリアと混合して二成分現像剤として使用してもよ
い。二成分現像剤を調製する場合、磁性キャリアを用いることが好ましい。
【００８１】
　キャリアとして、樹脂により被覆されたキャリアコアを使用してもよい。また、キャリ
アとして、樹脂中にキャリアコアを分散させた樹脂キャリアを用いてもよい。
【００８２】
　キャリアコアの例としては、鉄、酸化処理鉄、還元鉄、マグネタイト、銅、ケイ素鋼、
フェライト、ニッケル、又はコバルトの粒子；これらの材料と金属（例えば、マンガン、
マグネシウム、亜鉛、及び／又はアルミニウム）との合金の粒子；鉄－ニッケル合金の粒
子；鉄－コバルト合金の粒子；セラミックスの粒子；あるいは高誘電率物質の粒子が挙げ
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られる。セラミックスの例としては、酸化チタン、酸化アルミニウム、酸化銅、酸化マグ
ネシウム、酸化鉛、酸化ジルコニウム、炭化ケイ素、チタン酸マグネシウム、チタン酸バ
リウム、チタン酸リチウム、チタン酸鉛、ジルコン酸鉛、又はニオブ酸リチウムが挙げら
れる。高誘電率物質の例としては、リン酸二水素アンモニウム、リン酸二水素カリウム、
又はロッシェル塩が挙げられる。これらのキャリアコアは、１種を単独で又は２種以上を
組み合わせて使用できる。
【００８３】
　キャリアコアを被覆する樹脂の例としては、アクリル酸系重合体、スチレン系重合体、
スチレン－アクリル酸系共重合体、オレフィン重合体、ポリ塩化ビニル、ポリ酢酸ビニル
、ポリカーボネート、セルロース樹脂、ポリエステル樹脂、不飽和ポリエステル樹脂、ポ
リアミド樹脂、ウレタン樹脂、エポキシ樹脂、シリコーン樹脂、フッ素樹脂、フェノール
樹脂、キシレン樹脂、ジアリルフタレート樹脂、ポリアセタール樹脂、又はアミノ樹脂が
挙げられる。オレフィン重合体の例としては、ポリエチレン、塩素化ポリエチレン、又は
ポリプロピレンが挙げられる。フッ素樹脂の例としては、ポリテトラフルオロエチレン、
ポリクロロトリフルオロエチレン、又はポリフッ化ビニリデンが挙げられる。これらの樹
脂は、１種を単独で又は２種以上を組み合わせて使用できる。
【００８４】
　キャリアの粒子径は、２０μｍ以上１２０μｍ以下であることが好ましく、２５μｍ以
上８０μｍ以下であることがより好ましい。キャリアの粒子径は、電子顕微鏡により測定
することができる。
【００８５】
　トナーを二成分現像剤において用いる場合、トナーの含有量は、二成分現像剤の質量に
対して、３質量％以上２０質量％以下であることが好ましく、５質量％以上１５質量％以
下であることがより好ましい。
【００８６】
　＜３．複数色のトナーの製造方法＞
　以下、複数色のトナーの製造方法の一例を説明する。
【００８７】
　＜３－１．トナー母粒子の形成工程＞
　トナー母粒子の製造方法の例としては、凝集法、又は粉砕法が挙げられる。凝集法は、
粉砕法よりも、円形度の高いトナー母粒子を製造し易い。また、凝集法は、均一な形状及
び粒子径を有するトナー母粒子を製造し易い。一方、粉砕法は、凝集法よりも簡単にトナ
ー母粒子を製造できる。
【００８８】
　（粉砕法）
　以下、粉砕法の一例を説明する。先ず、結着樹脂、着色剤、電荷制御剤、離型剤、及び
／又は磁性粉を混合する。続けて、得られた混合物を溶融し混練する。続けて、得られた
溶融混練物を粉砕し分級する。その結果、所望の粒子径を有するトナー母粒子を得る。
【００８９】
　（凝集法）
　次に、凝集法の一例を説明する。先ず、結着樹脂、着色剤、電荷制御剤、離型剤、及び
／又は磁性粉を含む微粒子を水性媒体中で凝集させて、凝集粒子を得る。続けて、得られ
た凝集粒子を加熱して、凝集粒子に含まれる成分を合一化させる。その結果、トナー母粒
子を含む水性分散液が得られる。
【００９０】
　続いて、水性分散液からトナー母粒子以外の成分（例えば、分散剤）を除去することに
より、トナー母粒子を得る。具体的には、トナー母粒子を含む分散液から、固液分離によ
りウェットケーキ状のトナー母粒子を回収する。得られたウェットケーキ状のトナー母粒
子を、水を用いて洗浄する。固液分離により分離される濾過液の導電率は、１０μＳ／ｃ
ｍ以下であることが好ましい。導電率の測定には、例えば、株式会社堀場製作所製の電気
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伝導率計「Ｈｏｒｉｂａ　ＣＯＮＤ　ＭＥＴＥＲ　ＥＳ－５１」を用いることができる。
固液分離に代えて、以下の方法を用いてもよい。水性分散液中のトナー母粒子を沈降させ
、上澄み液を水と置換する。置換後にトナー母粒子を水に再分散させる。
【００９１】
　続いて、トナー母粒子を乾燥させる。トナー母粒子を乾燥させる方法の例としては、乾
燥機（例えば、スプレードライヤー、流動層乾燥機、真空凍結乾燥機、又は減圧乾燥機）
を用いる方法が挙げられる。これらの方法の中では、乾燥中のトナー母粒子の凝集を抑制
するため、スプレードライヤーを用いる方法が好ましい。スプレードライヤーを用いる場
合、乾燥と後述の外添工程とを同時に行うことができる。具体的には、トナー母粒子の分
散液と共に、シリカ含有外添剤の分散液を噴霧する。これにより、トナー母粒子の表面に
シリカ含有外添剤を付着させることができる。
【００９２】
　＜３－２．外添工程＞
　外添工程では、トナー母粒子の表面にシリカ含有外添剤を付着させる。シリカ含有外添
剤を付着させる方法の例としては、シリカ含有外添剤がトナー母粒子の表面に埋没しない
ような条件で、混合機（例えば、ＦＭミキサー、又はナウターミキサー（登録商標））を
用いて、トナー母粒子とシリカ含有外添剤とを混合する方法が挙げられる。
【００９３】
　トナーの製造方法は、要求されるトナーの構成又は特性に応じて任意に変更することが
できる。また、必要のない操作、及び工程は割愛してもよい。効率的にトナーを製造する
ためには、多数のトナー粒子を同時に形成することが好ましい。
【００９４】
　＜４．画像形成装置及び画像形成方法＞
　以下、本実施形態に係る複数色のトナーを用いる、画像形成装置及び画像形成方法を説
明する。以下、図１を参照して、タンデム方式の画像形成装置の一例を説明する。
【００９５】
　図１は、画像形成装置１００を示す。画像形成装置１００は、複数の現像部１１ａ～１
１ｄと、複数の静電潜像担持体１２ａ～１２ｄと、中間転写体１３と、複数の一次転写部
１５ａ～１５ｄと、二次転写部１６と、定着部１７と、クリーニングローラー１８とを有
する。現像部１１ａ～１１ｄ、静電潜像担持体１２ａ～１２ｄ、中間転写体１３、一次転
写部１５ａ～１５ｄ、二次転写部１６、及び定着部１７の具体例としては、各々、現像器
、感光体ドラム、転写ベルト、一次転写ローラー、二次転写ローラー、及び定着器が挙げ
られる。
【００９６】
　中間転写体１３は、駆動ローラー１４ａ、従動ローラー１４ｂ、及びテンションローラ
ー１４ｃに張架される。中間転写体１３は、駆動ローラー１４ａにより駆動されて、図１
中の矢印で示される方向に回転する。クリーニングローラー１８は、中間転写体１３上に
残留するトナーを除去する。
【００９７】
　複数のトナーＴ1、Ｔ2、Ｔ3、及びＴ4を用いて画像形成装置１００により画像を形成す
る場合、トナーＴ1を含む現像剤、トナーＴ2を含む現像剤、トナーＴ3を含む現像剤、及
びトナーＴ4を含む現像剤を、現像部１１ａ、１１ｂ、１１ｃ、及び１１ｄの各々にセッ
トする。
【００９８】
　現像工程は以下のように行われる。現像部１１ａ、１１ｂ、１１ｃ、及び１１ｄは各々
、静電潜像担持体１２ａ、１２ｂ、１２ｃ、及び１２ｄに形成された静電潜像を、トナー
Ｔ1、Ｔ2、Ｔ3、及びＴ4を用いて現像する。これにより、静電潜像担持体１２ａ、１２ｂ
、１２ｃ、及び１２ｄの各々に、トナーＴ1、Ｔ2、Ｔ3、及びＴ4に対応する色のトナー像
（各色のトナー像）を形成する。
【００９９】
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　一次転写工程は以下のように行われる。一次転写部１５ａ、１５ｂ、１５ｃ、及び１５
ｄは、中間転写体１３を介して、静電潜像担持体１２ａ、１２ｂ、１２ｃ、及び１２ｄ上
のトナーＴ1、Ｔ2、Ｔ3、及びＴ4に、一次転写バイアスをかける。一次転写バイアスは、
例えば、トナーＴ1、Ｔ2、Ｔ3、及びＴ4の帯電極性と逆極性のバイアスである。これによ
り、静電潜像担持体１２ａ、１２ｂ、１２ｃ、及び１２ｄに形成された各色のトナー像が
、中間転写体１３に転写される。
【０１００】
　一次転写部１５ａ、１５ｂ、１５ｃ、及び１５ｄは、一次転写部１５ａを基準として、
中間転写体１３の回転方向の上流側から、この順で配置される。つまり、一次転写部１５
ａは、最も早く一次転写する位置に配置される。一次転写部１５ｄは、最も遅く一次転写
する位置に配置される。一次転写部１５ａ、１５ｂ、１５ｃ、及び１５ｄに対応する静電
潜像担持体１２ａ、１２ｂ、１２ｃ、及び１２ｄ上に形成された各色のトナー像は、中間
転写体１３上に順に重ねられる。具体的には、中間転写体１３上に、先ず、トナーＴ1に
より形成されるトナー像が配置される。トナーＴ1により形成されるトナー像の上に、ト
ナーＴ2により形成されるトナー像が重ねられる。トナーＴ2により形成されるトナー像の
上に、トナーＴ3により形成されるトナー像が重ねられる。トナーＴ3により形成されるト
ナー像の上に、トナーＴ4により形成されるトナー像が重ねられる。
【０１０１】
　中間転写体１３上のトナーＴ1、Ｔ2、Ｔ3、及びＴ4に、逆極性の一次転写バイアスが印
加されると、静電摩擦力による反発と同様の機構により、トナーＴ1、Ｔ2、Ｔ3、及びＴ4

がチャージアップし易くなる。なかでもトナーＴ1が、最もチャージアップし易いと考え
られる。中間転写体１３上のトナーＴ1には、一次転写部１５ａ、１５ｂ、１５ｃ、及び
１５ｄにより、計４回一次転写バイアスが印加されるからである。
【０１０２】
　しかし、トナーＴ1、Ｔ2、Ｔ3、及びＴ4の各々に含まれるトナー粒子が備えるシリカ含
有外添剤の電荷減衰定数は、式１「αn-1＞αn」を満たす。具体的には、トナーＴ1、Ｔ2

、Ｔ3、及びＴ4に含まれるトナー粒子が備えるシリカ含有外添剤の電荷減衰定数をα1、
α2、α3、及びα4とするとき「α1＞α2＞α3＞α4」の関係が満たされる。なお、トナ
ーＴ1、Ｔ2、Ｔ3、及びＴ4は各々、中間転写体１３上に１番目、２番目、３番目、及び４
番目に重ねられるトナー像を形成する。
【０１０３】
　電荷減衰定数が大きいシリカ含有外添剤ほど電荷が抜け易く、ひいてはシリカ含有外添
剤を備えるトナー粒子にチャージされた電荷も抜け易い。このため、「α1＞α2＞α3＞
α4」の関係が満たされることにより、中間転写体１３上に重ねられた各色のトナー像を
形成するトナーＴ1、Ｔ2、Ｔ3、及びＴ4のチャージアップを抑制でき、帯電量のばらつき
を低減できると考えられる。その結果、トナーのチャージアップに起因する定着不良（例
えば、静電オフセット）が抑制されると考えられる。
【０１０４】
　次に、二次転写工程は以下のように行われる。二次転写部１６は、記録媒体Ｐを介して
、中間転写体１３上に重ねられた各色のトナー像に二次転写バイアス（トナーＴ1、Ｔ2、
Ｔ3、及びＴ4の帯電極性と逆極性のバイアス）をかける。これにより、中間転写体１３上
に重ねられた各色のトナー像は、記録媒体Ｐに一括して転写される。なお、記録媒体Ｐと
しては、例えば用紙を用いることができる。
【０１０５】
　定着部１７は、各色トナー像が転写された記録媒体Ｐを加熱及び／又は加圧する。これ
により、各色トナー像が記録媒体Ｐに定着する。その結果、記録媒体Ｐに画像が形成され
る。以上、図１を参照して、本実施形態に係る複数色のトナーを用いる、画像形成装置及
び画像形成方法を説明した。
【０１０６】
　以上説明したように、本実施形態に係る複数色のトナー、画像形成装置、及び画像形成
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方法によれば、トナーのチャージアップに起因する定着不良（例えば、静電オフセット）
を抑制できる。
【実施例】
【０１０７】
　以下、実施例を用いて本発明を更に具体的に説明する。なお、本発明は実施例の範囲に
何ら限定されない。
【０１０８】
　＜１．測定方法＞
　先ず、物性値の測定方法を説明する。
【０１０９】
　（軟化点の測定）
　結着樹脂の軟化点は、高化式フローテスター（株式会社島津製作所製「ＣＦＴ－５００
Ｄ」）を用いて測定した。具体的には、結着樹脂（試料）を高化式フローテスターにセッ
トした。ダイス細孔径１ｍｍ、プランジャー荷重２０ｋｇ／ｃｍ2、及び昇温速度６℃／
分という条件で、１ｃｍ3の試料を溶融し流出させた。これにより、温度（℃）／ストロ
ーク（ｍｍ）に関するＳ字カーブを得た。得られたＳ字カーブから、試料の軟化点を読み
取った。具体的には、得られたＳ字カーブに関して、ストロークの最大値をＳ1とし、低
温側のベースラインのストローク値をＳ2とした。ストロークの値が（Ｓ1＋Ｓ2）／２と
なる温度を、試料の軟化点とした。
【０１１０】
　（トナー母粒子の体積中位径の測定）
　トナー母粒子の体積中位径（Ｄ50）は、精密粒度分布測定装置（ベックマン・コールタ
ー株式会社製「コールターカウンターマルチサイザー３」）を用いて測定した。
【０１１１】
　（シリカ含有外添剤の体積中位径の測定）
　シリカ含有外添剤の体積中位径（Ｄ50）は、透過型電子顕微鏡（Ｈ－７１００ＦＡ（株
式会社日立製作所製）、ＴＥＭ）を用いて、倍率１，０００，０００倍で、１００個以上
のシリカ粒子のＴＥＭ写真を撮影した。得られたＴＥＭ写真の任意に選択した１００個の
シリカ粒子について、画像解析ソフト（三谷商事株式会社ＷｉｎＲＯＯＦ）を用いて円相
当径を測定し、その平均値を算出した。
【０１１２】
　（電荷減衰定数の測定）
　シリカ含有外添剤の電荷減衰定数は、静電気拡散率測定装置（株式会社ナノシーズ製「
ＮＳ－Ｄ１００」）を用いて、ＪＩＳ　Ｃ　６１３４０－２－１に準拠した方法で測定し
た。以下に、シリカ含有外添剤の電荷減衰定数の測定方法を詳述する。
【０１１３】
　測定セルに試料（シリカ含有外添剤）を入れた。測定セルは、内径１０ｍｍ、深さ１ｍ
ｍの凹部が形成された金属製のセルであった。スライドガラスを用いて試料を上から押し
込み、セルの凹部に試料を充填した。セルの表面においてスライドガラスを往復移動させ
ることによって、セルから溢れた試料を除去した。試料の充填量は０．０４ｇ以上０．０
６ｇ以下であった。
【０１１４】
　続けて、試料が充填された測定セルを、温度３２．５℃、湿度８０％ＲＨの環境下で１
２時間放置した。続けて、接地させた測定セルを静電気拡散率測定装置内に置き、コロナ
放電によって試料にイオンを供給して、試料を帯電させた。そして、コロナ放電終了後０
．７秒経過した時点から、試料の表面電位を連続的に測定した。測定された表面電位と、
式２「Ｖ＝Ｖ0ｅｘｐ（－α√ｔ）」とに基づいて、電荷減衰定数（電荷減衰速度）を算
出した。式２中、Ｖは表面電位［Ｖ］、Ｖ0は初期表面電位［Ｖ］、ｔは減衰時間［秒］
をそれぞれ示す。また、αは電荷減衰定数を示す正の数である。
【０１１５】
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　＜２．トナーの調製＞
　次に、トナーの調製方法を説明する。トナーの調製では、先ず、結着樹脂を調製した。
得られた結着樹脂を用いて、トナー母粒子を調製した。次に、シリカ含有外添剤を調製し
た。得られたシリカ含有外添剤を、トナー母粒子に外添した。これにより、トナー粒子を
含むトナーを調製した。なお、以下の記載において、常温とは２５℃を意味する。
【０１１６】
　＜２－１．結着樹脂の調製＞
　結着樹脂を以下のように調製した。ポリオキシエチレン（２．２）－２，２－ビス（４
－ヒドロキシフェニル）プロパン１．０モルと、テレフタル酸４．５モルと、無水トリメ
リット酸０．５モルと、酸化ジブチル錫４ｇとを反応容器に入れた。反応容器の内容物を
、窒素雰囲気下、２３０℃で８時間反応させた。続いて、反応容器の内容物を、８．３ｋ
Ｐａの条件で減圧留去することにより、未反応の原料を除去した。得られた反応生成物を
、洗浄した後乾燥した。これにより、軟化点が１２０℃であるポリエステル樹脂を得た。
【０１１７】
　＜２－２．トナー母粒子の調製＞
　得られたポリエステル樹脂を結着樹脂として用いて、イエロートナー母粒子、シアント
ナー母粒子、マゼンタトナー母粒子、及びブラックトナー母粒子を以下のように調製した
。
【０１１８】
　（イエロートナー母粒子）
　ポリエステル樹脂１００質量部、着色剤としてのフタロシアニン顔料（山陽色素株式会
社製「Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１８０」）４質量部、ワックスとしてのカルナバワッ
クス（株式会社加藤洋行製「カルナウバ１号」）１０質量部、及び電荷制御剤としての４
級アンモニウム塩化合物（藤倉化成株式会社製「ＦＣＡ２０１ＰＳ」）３質量部を、ＦＭ
ミキサー（日本コークス工業株式会社製「ＦＭ２０Ｂ」）を用いて混合した。得られた混
合物を、２軸押出機（東芝機械株式会社製「ＴＥＭ４５」）を用いて、１５０℃で溶融し
混練した。得られた混練物を冷却した。冷却した混練物を、衝撃型スクリーン式微粉砕機
（ホソカワミクロン株式会社製「フェザミル（ＦＭ－２Ｓ）３５０×６００型」）を用い
て粗粉砕した。得られた粗粉砕物を、超音速ジェット粉砕機（日本ニューマチック工業株
式会社製「ジェットミルＩＤＳ－２」）を用いて微粉砕した。得られた微粉砕物を、分級
機（日鉄鉱業株式会社製「エルボージェットＥＪ－ＬＡＢＯ型」）を用いて分級した。こ
れにより、イエロートナー母粒子を得た。イエロートナー母粒子の体積中位径（Ｄ50）は
７μｍであった。
【０１１９】
　（シアントナー母粒子）
　フタロシアニン顔料（山陽色素株式会社製「Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１８０」）４
質量部の代わりに、フタロシアニン顔料（山陽色素株式会社製「Ｃ．Ｉ．ピグメントブル
ー１５：１」）３質量部を用いたこと以外は、イエロートナー母粒子の調製と同様の方法
で、シアントナー母粒子を調製した。
【０１２０】
　（マゼンタトナー母粒子）
　フタロシアニン顔料（山陽色素株式会社製「Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１８０」）４
質量部の代わりに、キナクリドン顔料（山陽色素株式会社製「Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド
１２２」）３質量部を用いたこと以外は、イエロートナー母粒子の調製と同様の方法で、
マゼンタトナー母粒子を調製した。
【０１２１】
　（ブラックトナー母粒子）
　フタロシアニン顔料（山陽色素株式会社製「Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１８０」）の
代わりに、カーボンブラック（キャボット社製「ＲＥＧＡＬ（登録商標）３３０Ｒ」）を
用いたこと以外は、イエロートナー母粒子の調製と同様の方法で、ブラックトナー母粒子
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を調製した。
【０１２２】
　＜２－３．シリカ含有外添剤の調製＞
　シリカ含有外添剤Ａ～Ｊを、以下のように調製した。
【０１２３】
　（シリカ含有外添剤Ａ）
　イオン交換水５００ｍＬと、シリカ（親水性フュームドシリカ、日本アエロジル株式会
社製「アエロジル（登録商標）２００」）５０ｇとを、混合装置（プライミクス株式会社
製「Ｔ．Ｋ．ハイビスディスパーミックスＨＭ－３Ｄ－５型」）を用いて、常温にて３０
分間、攪拌速度３０ｒｐｍで攪拌した。これにより、シリカの水性媒体分散液を調製した
。得られたシリカの水性媒体分散液を、分散液の温度が４５℃になるまで加熱した。分散
液の温度を４５℃に維持しながら、アルミン酸ナトリウム溶液（濃度：Ａｌ（ＯＨ）3と
して５０ｇ／Ｌ）５００ｍＬと、５Ｎ水酸化ナトリウム水溶液とを、分散液のｐＨが６．
０となるように同時に滴下した。滴下終了後、分散液を３０℃まで冷却した。得られたシ
リカの水性媒体分散液に、０．５Ｎ希塩酸を添加し、分散液のｐＨ３以上ｐＨ４以下に調
整した。これにより、シリカ（外添剤コア）の表面に、水酸化アルミニウム（Ａｌ（ＯＨ
）3）を含有する被覆層を形成した。
【０１２４】
　続いて、シリカの表面に形成された被覆層の表面部分を、以下のように疎水化処理した
。先ず、γ－アミノプロピルトリエトキシシラン２５ｇを分散液に添加した。分散液を４
時間攪拌した後、２Ｎ水酸化ナトリウム水溶液を分散液に加えて、分散液のｐＨを６．５
に調整した。分散液を、更に２時間攪拌した。続いて、分散液をろ過して、ウェットケー
キを得た。得られたウェットケーキを水で洗浄した。洗浄したウェットケーキを１３０℃
で乾燥した。続いて、得られた乾燥物を、衝突板式ジェット粉砕機（日本ニューマチック
工業株式会社製「ＩＪＴ－２」）を用いて粉砕し、粉砕物を得た。粉砕において、衝突板
としてセラミック製の平板を使用した。粉砕圧は０．６ＭＰａに設定した。
【０１２５】
　次に、混合装置（プライミクス株式会社製「Ｔ．Ｋ．ハイビスディスパーミックスＨＭ
－３Ｄ－５型」）に、ｎ－ヘキサン（和光純薬工業株式会社製「ｎ－ヘキサン一級」）５
００ｍＬと、アミノ変性シリコーンオイル（信越化学工業株式会社製「ＫＦ８５７」）０
．２ｇとを投入した。これにより、アミノ変性シリコーンオイルをｎ－ヘキサンに溶解さ
せた。混合装置内のアミノ変性シリコーンオイルのｎ－ヘキサン溶液に、得られた粉砕物
５０ｇを加えた。その後、混合装置の内容物を、常温にて３０分間、攪拌速度３０ｒｐｍ
で攪拌した。攪拌後、混合装置の内容物を、温度計及び攪拌羽根を備えた１リットルのセ
パラブルフラスコに移した。
【０１２６】
　フラスコの内容物を、攪拌装置を用いて攪拌しながら、３５℃から７０℃まで５℃／１
５分の速度で昇温した。攪拌装置として、攪拌羽根（アズワン株式会社販売「アズワン攪
拌羽根Ｒ－１３４５型」）をモーター（アズワン株式会社販売「アズワントルネードモー
ター１－５４７２－０４」）に取り付けた攪拌装置を使用した。その後、７０℃のフラス
コの内容物を、設定温度７０℃の減圧乾燥機を用いて、内容物の質量が減少しなくなるま
で乾燥した。得られた乾燥物を、電気炉を用いて、窒素気流下において２００℃で３時間
、更に加熱した。これにより、シリカ（外添剤コア）を被覆する被覆層の表面部分を疎水
化処理した。具体的には、被覆層の表面部分に含有される水酸化アルミニウム（Ａｌ（Ｏ
Ｈ）3）の水酸基を、アミノプロピルシラノール基で置換した。更に、アミノプロピルシ
ラノール基中のケイ素原子（Ｓｉ）間に、エーテル結合を形成させた。その結果、シリカ
含有外添剤Ａの粗粉体を得た。
【０１２７】
　得られたシリカ含有外添剤Ａの粗粉体を、衝突板式ジェット粉砕機（日本ニューマチッ
ク工業株式会社製「ＩＪＴ－２」）を用いて粉砕した。粉砕において、衝突板としてセラ
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ミック製の平板を使用した。粉砕圧は０．６ＭＰａに設定した。これにより、シリカ含有
外添剤Ａを得た。
【０１２８】
　得られたシリカ含有外添剤Ａでは、シリカ（外添剤コア）は水酸化アルミニウムを含有
する被覆層で被覆されていた。被覆層は疎水層で更に被覆されていた。シリカ含有外添剤
Ａの体積中位径（Ｄ50）は、２０ｎｍであった。シリカ含有外添剤Ａの電荷減衰定数は０
．２００であった。
【０１２９】
　（シリカ含有外添剤Ｂ）
　アルミン酸ナトリウム溶液の添加量を、５００ｍＬから４００ｍＬに変更した以外は、
シリカ含有外添剤Ａの調製と同様にして、シリカ含有外添剤Ｂを得た。シリカ含有外添剤
Ｂの電荷減衰定数は０．１６１であった。
【０１３０】
　（シリカ含有外添剤Ｃ）
　アルミン酸ナトリウム溶液の添加量を、５００ｍＬから２００ｍＬに変更した以外は、
シリカ含有外添剤Ａの調製と同様にして、シリカ含有外添剤Ｃを得た。シリカ含有外添剤
Ｃの電荷減衰定数は０．０８２であった。
【０１３１】
　（シリカ含有外添剤Ｄ）
　アルミン酸ナトリウム溶液の添加量を、５００ｍＬから５０ｍＬに変更した以外は、シ
リカ含有外添剤Ａの調製と同様にして、シリカ含有外添剤Ｄを得た。シリカ含有外添剤Ｄ
の電荷減衰定数は０．０２０であった。
【０１３２】
　（シリカ含有外添剤Ｅ）
　イオン交換水５００ｍＬと、シリカ（親水性フュームドシリカ、日本アエロジル株式会
社製「アエロジル（登録商標）２００」）５０ｇとを、混合装置（プライミクス株式会社
製「Ｔ．Ｋ．ハイビスディスパーミックスＨＭ－３Ｄ－５型」）を用い、常温にて３０分
間、攪拌速度３０ｒｐｍで攪拌した。これにより、シリカの水性媒体分散液を調製した。
得られたシリカの水性媒体分散液に、水酸化マグネシウムのスラリー（濃度：５０ｇ／Ｌ
）５００ｍＬを添加した。続いて、スラリーを含有する水性媒体分散液のｐＨが９になる
まで、硫酸を１時間かけて滴下した。滴下後、水性媒体分散液を、８０℃で１時間加熱し
た。その後、水性媒体分散液を３０℃まで冷却した。冷却した水性媒体分散液に０．５Ｎ
希塩酸を添加して、水性媒体分散液のｐＨを３以上４以下に調整した。これにより、シリ
カ（外添剤コア）の表面に、水酸化マグネシウム（Ｍｇ（ＯＨ）2）を含有する被覆層を
形成した。
【０１３３】
　続いて、シリカの表面に形成された被覆層の表面部分を、以下のように疎水化処理した
。先ず、先ず、γ－アミノプロピルトリエトキシシラン２５ｇを分散液に添加した。分散
液を４時間攪拌した。攪拌後、２Ｎ水酸化ナトリウム水溶液を分散液に加えて、分散液の
ｐＨを６．５に調整した。分散液を、更に２時間攪拌した。続いて、分散液をろ過して、
ウェットケーキを得た。得られたウェットケーキを水で洗浄した。洗浄したウェットケー
キを１３０℃で乾燥した。続いて、衝突板式ジェット粉砕機（日本ニューマチック工業株
式会社製「ＩＪＴ－２」）を用いて粉砕し、粉砕物を得た。粉砕において、衝突板として
セラミック製の平板を使用した。粉砕圧は０．６ＭＰａに設定した。
【０１３４】
　次に、混合装置（プライミクス株式会社製「Ｔ．Ｋ．ハイビスディスパーミックスＨＭ
－３Ｄ－５型」）に、ｎ－ヘキサン（和光純薬工業株式会社製「ｎ－ヘキサン一級」）５
００ｍＬと、アミノ変性シリコーンオイル（信越化学工業株式会社製「ＫＦ８５７」）０
．２ｇとを投入した。これにより、アミノ変性シリコーンオイルをｎ－ヘキサンに溶解さ
せた。混合装置内のアミノ変性シリコーンオイルのｎ－ヘキサン溶液に、得られた粉砕物
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５０ｇを加えた。その後、混合装置の内容物を、常温にて３０分間、攪拌速度３０ｒｐｍ
で攪拌した。攪拌後、混合装置の内容物を、温度計及び攪拌羽根を備えた１リットルのセ
パラブルフラスコに移した。
【０１３５】
　フラスコの内容物を、攪拌装置を用いて攪拌しながら３５℃から７０℃まで５℃／１５
分の速度で昇温した。攪拌装置として、攪拌羽根（アズワン株式会社販売「アズワン攪拌
羽根Ｒ－１３４５型」）を、モーター（アズワン株式会社販売「アズワントルネードモー
ター１－５４７２－０４」）に取り付けた攪拌装置を使用した。その後、７０℃のフラス
コの内容物を、設定温度７０℃の減圧乾燥機を用いて、内容物の質量が減少しなくなるま
で乾燥した。得られた乾燥物を、電気炉を用いて、窒素気流下において２００℃で３時間
、更に加熱した。これにより、シリカ（外添剤コア）を被覆する被覆層の表面部分を疎水
化処理した。具体的には、被覆層の表面部分に含有される水酸化マグネシウム（Ｍｇ（Ｏ
Ｈ）2）の水酸基をアミノプロピルシラノール基で置換した。更に、アミノプロピルシラ
ノール基中のケイ素原子（Ｓｉ）間に、エーテル結合を形成させた。その結果、シリカ含
有外添剤Ｅの粗粉体を得た。
【０１３６】
　得られたシリカ含有外添剤Ｅの粗粉体を、衝突板式ジェット粉砕機（日本ニューマチッ
ク工業株式会社製「ＩＪＴ－２」）を用いて粉砕した。粉砕において、衝突板としてセラ
ミック製の平板を使用した。粉砕圧は０．６ＭＰａに設定した。これにより、シリカ含有
外添剤Ｅを得た。
【０１３７】
　得られたシリカ含有外添剤Ｅでは、シリカ（外添剤コア）は水酸化マグネシウムを含有
する被覆層で被覆されていた。被覆層は疎水層で更に被覆されていた。シリカ含有外添剤
Ｅの体積中位径（Ｄ50）は、２０ｎｍであった。シリカ含有外添剤Ｅの電荷減衰定数は０
．２００であった。
【０１３８】
　（シリカ含有外添剤Ｆ）
　水酸化マグネシウムのスラリーの添加量を、５００ｍから４００ｍＬに変更した以外は
、シリカ含有外添剤Ｅの調製と同様にして、シリカ含有外添剤Ｆを得た。シリカ含有外添
剤Ｆの電荷減衰定数は０．１６０であった。
【０１３９】
　（シリカ含有外添剤Ｇ）
　水酸化マグネシウムのスラリーの添加量を、５００ｍから２００ｍＬに変更した以外は
、シリカ含有外添剤Ｅの調製と同様にして、シリカ含有外添剤Ｇを得た。シリカ含有外添
剤Ｇの電荷減衰定数は０．０８０であった。
【０１４０】
　（シリカ含有外添剤Ｈ）
　水酸化マグネシウムのスラリーの添加量を、５００ｍから５０ｍＬに変更した以外は、
シリカ含有外添剤Ｅの調製と同様にして、シリカ含有外添剤Ｈを得た。シリカ含有外添剤
Ｈの電荷減衰定数は０．０２０であった。
【０１４１】
　（シリカ含有外添剤Ｉ）
　イオン交換水５００ｍＬと、シリカ（親水性フュームドシリカ、日本アエロジル株式会
社製「アエロジル（登録商標）２００」）５０ｇとを、混合装置（プライミクス株式会社
製「Ｔ．Ｋ．ハイビスディスパーミックスＨＭ－３Ｄ－５型」）を用いて、常温にて３０
分間、攪拌速度３０ｒｐｍで攪拌した。これにより、シリカの水性媒体分散液を調製した
。得られたシリカの水性媒体分散液に、γ－アミノプロピルトリエトキシシラン２５ｇを
添加した。分散液を４時間攪拌した後、分散液に２Ｎ水酸化ナトリウム水溶液を加えて、
分散液のｐＨを６．５に調整した。ｐＨ調整後、分散液を更に２時間攪拌した。続いて、
分散液をろ過して、ウェットケーキを得た。得られたウェットケーキを水で洗浄した。洗
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浄したウェットケーキを１３０℃で乾燥した。続いて、得られた乾燥物を、衝突板式ジェ
ット粉砕機（日本ニューマチック工業株式会社製「ＩＪＴ－２」）を用いて粉砕し、粉砕
物を得た。粉砕において、衝突板としてセラミック製の平板を使用した。粉砕圧は０．６
ＭＰａに設定した。
【０１４２】
　次に、混合装置（プライミクス株式会社製「Ｔ．Ｋ．ハイビスディスパーミックスＨＭ
－３Ｄ－５型」）に、ｎ－ヘキサン（和光純薬工業株式会社製「ｎ－ヘキサン一級」）５
００ｍＬと、アミノ変性シリコーンオイル（信越化学工業株式会社製「ＫＦ８５７」）０
．２ｇとを投入した。これにより、アミノ変性シリコーンオイルをｎ－ヘキサンに溶解さ
せた。混合装置内のアミノ変性シリコーンオイルのｎ－ヘキサン溶液に、得られた粉砕物
５０ｇを加えた。その後、混合装置の内容物を、常温にて３０分間、攪拌速度３０ｒｐｍ
で攪拌した。攪拌後、混合装置の内容物を、温度計及び攪拌羽根を備えた１リットルのセ
パラブルフラスコに移した。
【０１４３】
　フラスコの内容物を、攪拌装置を用いて攪拌しながら、３５℃から７０℃まで５℃／１
５分の速度で昇温した。攪拌装置として、攪拌羽根（アズワン株式会社販売「アズワン攪
拌羽根Ｒ－１３４５型」）をモーター（アズワン株式会社販売「アズワントルネードモー
ター１－５４７２－０４」）に取り付けた攪拌装置を使用した。その後、７０℃のフラス
コの内容物を、設定温度７０℃の減圧乾燥機を用いて、内容物の質量が減少しなくなるま
で乾燥した。得られた乾燥物を、電気炉を用いて、窒素気流下において２００℃で３時間
、更に加熱した。これにより、シリカ（外添剤コア）の表面部分を疎水化処理した。具体
的には、シリカの表面に存在する水酸基を、アミノプロピルシラノール基で置換した。更
に、アミノプロピルシラノール基中のケイ素原子（Ｓｉ）間に、エーテル結合を形成させ
た。その結果、シリカ含有外添剤Ｉの粗粉体を得た。
【０１４４】
　得られたシリカ含有外添剤Ｉの粗粉体を、衝突板式ジェット粉砕機（日本ニューマチッ
ク工業株式会社製「ＩＪＴ－２」）を用いて粉砕した。粉砕において、衝突板としてセラ
ミック製の平板を使用した。粉砕圧は０．６ＭＰａに設定した。これにより、シリカ含有
外添剤Ｉを得た。
【０１４５】
　得られたシリカ含有外添剤Ｉでは、シリカ（外添剤コア）が疎水層で被覆されていた。
シリカ含有外添剤Ｉの体積中位径（Ｄ50）は、２０ｎｍであった。シリカ含有外添剤Ｉの
電荷減衰定数は０．００５であった。
【０１４６】
　（シリカ含有外添剤Ｊ）
　アルミン酸ナトリウム溶液の添加量を、５００ｍＬから６００ｍＬに変更した以外は、
シリカ含有外添剤Ａの調製と同様にして、シリカ含有外添剤Ｊを得た。シリカ含有外添剤
Ｊの電荷減衰定数は０．２４１であった。
【０１４７】
　シリカ含有外添剤Ａ～Ｊについて、シリカ含有外添剤の電荷減衰定数、シリカ（外添剤
コア）の含有量、及び金属水酸化物（被覆層）の種類と含有量とを、表１に示す。表１中
、「α」はシリカ含有外添剤の電荷減衰定数を示す。「含有率」は、シリカの質量（含有
量）に対する金属水酸化物の含有量の比率を示す。
【０１４８】
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【表１】

【０１４９】
　＜２－４．外添処理＞
　以下のようにして、得られたシリカ含有外添剤を、トナー母粒子（マゼンタ、シアン、
イエロー、及びブラックトナー母粒子）に外添させた。これにより、マゼンタトナー、シ
アントナー、イエロートナー、及びブラックトナーを調製した。
【０１５０】
　（マゼンタトナー）
　マゼンタトナー母粒子１００質量部、シリカ含有外添剤１．５質量部、酸化チタン（テ
イカ株式会社製「ＭＴ－５００Ｂ」、未処理の酸化チタン微粒子）１．０質量部を、容器
に投入した。容器の内容物を、ＦＭミキサー（日本コークス工業株式会社製「ＦＭ－１０
Ｂ」）を用いて、回転速度３５００ｒｐｍで５分間混合した。これによりマゼンタトナー
を得た。その後、得られたトナーを、２００メッシュ（目開き７５μｍ）の篩を用いて篩
別した。これにより、多数のトナー粒子を含むトナーが製造された。なお、各実施例、及
び各比較例で使用されるマゼンタトナーには、シリカ含有外添剤として、表２に示す種類
のシリカ含有外添剤を使用した。
【０１５１】
　（シアントナー）
　マゼンタトナー母粒子をシアントナー母粒子に変更した以外は、マゼンタトナーの調製
と同様にして、シアントナーを調製した。なお、各実施例、及び各比較例で使用されるシ
アントナーには、シリカ含有外添剤として、表２に示す種類のシリカ含有外添剤を使用し
た。
【０１５２】
　（イエロートナー）
　マゼンタトナー母粒子をイエロートナー母粒子に変更した以外は、マゼンタトナーの調
製と同様にして、イエロートナーを調製した。なお、各実施例、及び各比較例で使用され
るイエロートナーには、シリカ含有外添剤として、表２に示す種類のシリカ含有外添剤を
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使用した。
【０１５３】
　（ブラックトナー）
　マゼンタトナー母粒子をブラックトナー母粒子に変更した以外は、マゼンタトナーの調
製と同様にして、ブラックトナーを調製した。なお、各実施例、及び各比較例で使用され
るブラックトナーには、シリカ含有外添剤として、表２に示す種類のシリカ含有外添剤を
使用した。
【０１５４】
　＜３．二成分現像剤の調製＞
　得られたマゼンタトナー、シアントナー、イエロートナー、及びブラックトナーの何れ
かと、キャリアとを混合して、二成分現像剤を調製した。
【０１５５】
　先ず、以下のようにしてキャリアを調製した。エポキシ樹脂（三菱化学株式会社製「ｊ
ＥＲ（登録商標）１００４」）２ｋｇを、アセトン２０リットルに溶解させた。得られた
溶液に、ジエチレントリアミン１００ｇと無水フタル酸１５０ｇとを添加し混合した。得
られた混合液を、流動層コーティング装置（フロイント産業株式会社製「スパイラフロー
（登録商標）ＳＦＣ－５」）を用いて、８０℃の熱風を送り込みながら、キャリアコア１
０ｋｇにスプレーした。キャリアコアとしては、Ｍｎ－Ｍｇ－Ｓｒ系フェライトコア（パ
ウダーテック株式会社製「ＥＦ－３５」、粒子径３５μｍ）を用いた。その結果、キャリ
アコアが、未硬化の有機層（流動層）で被覆された。未硬化の有機層（流動層）で被覆さ
れたキャリアコアを、乾燥機を用いて、１８０℃で１時間加熱した。これにより、流動層
を硬化させた。その結果、キャリアコアと、キャリアコアを覆う樹脂層（コート層）とを
有するキャリアが得られた。
【０１５６】
　次に、得られたキャリアと、キャリアの質量に対して１０質量％のトナー（マゼンタト
ナー、シアントナー、イエロートナー、又はブラックトナー）とを、ボールミルを用いて
３０分間混合した。これにより、二成分現像剤（マゼンタ用、シアン用、イエロー用、又
はブラック用二成分現像剤）を調製した。
【０１５７】
　＜４．静電オフセット、及び転写散りの評価＞
　調製した二成分現像剤を用いて画像を形成し、転写散り、及び静電オフセットを評価し
た。評価機として、カラー複合機（京セラドキュメントソリューションズ株式会社製「Ｔ
ａｓｋａｌｆａ　５５５１ｃｉ」）を用いた。二成分現像剤を、評価機の現像器に投入し
た。投入した二成分現像剤に対応するトナーを、評価機のトナーコンテナに投入した。
【０１５８】
　詳しくは、評価機は、４つの現像器（第１～第４現像器）を有していた。第１現像器は
、一次転写の最上流に位置していた（最も早く一次転写される位置にあった）。第１～第
４現像器は、第１現像器を基準として、一次転写の下流（一次転写のタイミングが遅くな
る側）に向かう方向に、第１現像器、第２現像器、第３現像器、及び第４現像器の順で配
置されていた。第１現像器にはマゼンタ用二成分現像剤を投入した。第２現像器にはシア
ン用二成分現像剤を投入した。第３現像器にはイエロー用二成分現像剤を投入した。第４
現像器にはブラック用二成分現像剤を投入した。
【０１５９】
　静電オフセット、及び転写散りの評価では、上記評価機を用いて、１００枚の評価用紙
に評価用画像を連続して形成した。評価用画像として、印字率１００％のソリッド部と印
字率５０％のハーフトーン部と文字部とを含む画像を使用した。評価用紙として、モンデ
ィ社製「ＣｏｌｏｒＣｏｐｙ（登録商標）」（Ａ４サイズ、９０ｇ／ｍ2）を使用した。
【０１６０】
　トナーの静電オフセットの評価を以下のように評価した。具体的には、上記のようにし
て形成された１００枚目の画像（主に、印字率１００％のソリッド部）について、静電オ
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フセットの発生の有無を観察した。観察結果から、下記評価基準に従い、静電オフセット
を評価した。なお、静電オフセットが発生すると、画像中に、印字率１００％のソリッド
部に対応する画像が、定着ローラーの回転周期毎に現れる。
　（静電オフセットの評価基準）
Ａ：静電オフセットが観察されず、画像品質は極めて良好である。
Ｂ：静電オフセットが観察され、画像品質が悪い。
【０１６１】
　トナーの転写散りを以下のように評価した。具体的には、上記のようにして形成された
１００枚目の画像（主に、文字部）について、光学顕微鏡を用いて倍率５０倍で、転写散
りの有無を観察した。観察結果から、下記評価基準に従い、転写散りを評価した。なお、
転写散りが発生すると、形成画像の文字部の周囲に、トナーによる微細な点が現れる。
　（転写散りの評価基準）
Ａ：転写散りが観察されず、画像品質は極めて良好である。
Ｂ：転写散りが観察され、画像品質が悪い。
【０１６２】
　静電オフセット、及び転写散りの評価結果から、下記評価基準に従い、総合評価を行っ
た。
　（総合評価基準）
◎（非常に良好）：静電オフセットの評価がＡであった。更に、転写散りの評価もＡであ
った。
○（良好）　　：静電オフセットの評価がＡであった。転写散りの評価はＢであった。
×（不良）　　：静電オフセットの評価がＢであった。
【０１６３】
　各実施例、及び各比較例に関し、トナーの静電オフセット、トナーの転写散り、及び総
合評価の評価結果を、表２に示す。
【０１６４】
【表２】

【０１６５】
　実施例１～４に係る複数色のトナー（マゼンタ、シアン、イエロー、及びブラックの４
色トナー）は、各々、シリカ含有外添剤を備えるトナー粒子を含んでいた。更に、シリカ
含有外添剤の電荷減衰定数は、「α1＞α2＞α3＞α4」の関係を有していた。そのため、
表２に示されるように、これらの複数色のトナーを用いて形成された画像では、静電オフ
セットが観察されなかった。このことから、これらの複数色のトナーは、トナーのチャー
ジアップに起因する定着不良を抑制できると考えられる。
【０１６６】
　実施例１～３に係る複数色のトナー（マゼンタ、シアン、イエロー、及びブラックの４
色トナー）は、各々、中間転写体上に１番目に重ねられるマゼンタトナー像を形成するマ
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ゼンタトナーに含まれるトナー粒子が備えるシリカ含有外添剤の電荷減衰定数α1が、温
度３２．５℃、湿度８０％ＲＨの環境下で、０．０２０以上０．２００以下であった。そ
のため、表２に示されるように、これらの複数色のトナーを用いて形成された画像では、
静電オフセットだけでなく、転写散りも観察されなかった。このことから、これらの複数
色のトナーは、定着不良の抑制に加えて、二次転写時のトナーの帯電量不足に起因する二
次転写不良も抑制できると考えられる。
【０１６７】
　比較例１及び２に係る複数色のトナー（マゼンタ、シアン、イエロー、及びブラックの
４色トナー）では、シリカ含有外添剤の電荷減衰定数が、α1＞α2＞α3＞α4の関係を有
していなかった。そのため、複数色のトナーのうちの少なくとも１つに、チャージアップ
が引き起こされたと考えられる。その結果、表２に示されるように、これらの複数色のト
ナーを用いて形成された画像では、静電オフセットが観察された。
【産業上の利用可能性】
【０１６８】
　本発明に係る複数色のトナー、画像形成装置、及び画像形成方法は、例えば、電子写真
法、静電記録法、又は静電印刷法を採用する画像形成装置において画像を形成するために
用いることができる。
【符号の説明】
【０１６９】
　１００　画像形成装置
　１１ａ～１１ｄ　現像部
　１２ａ～１２ｄ　静電潜像担持体
　１３　中間転写体
　１４ａ　駆動ローラー
　１４ｂ　従動ローラー
　１４ｃ　テンションローラー
　１５ａ～１５ｄ　一次転写部
　１６　二次転写部
　１７　定着部
　１８　クリーニングローラー
　Ｐ　記録媒体
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